


法人本部を含め複数の職員で経理を管理。決算情報は公開しており、監査請求に対処できる内容になっている。

利用契約書の中に個人情報の保護が明記されており、また電子データの管理も法人全体で対策に取り組んでいる。

関係機関への連絡及び事故状況の把握、記録、市への連絡と報告書の作成まで、一連で緊急連絡網が作成されており、問題はない。

労働条件モニタリングチェック項目により確認したところ、業務従事者の適性な労働条件は確保されている。

設置基準に基づき定員が定まっているが、障がいの種別を特定することなく平等に受入れている。

利用者ごとに作成される個別支援計画の中で障がい特性等が把握されており、リスク管理ができている。

管理運営業務を的確に理解し、事業計画に基づき、適切に管理されている。

複数の職員によって会計処理の確認がされた後に支払いを行っているため問題はない。

事業ごとの事業内容、利用実績が分かる報告書を提供月の翌月に適切に提出されている。

感染症や虐待防止の委員会を定期的に開き、職員の教育をしている。

日常の巡回・清掃等適切に行われており、管理区域や事業範囲について的確に把握できている。

設置目的等を理解した事業計画に基づき、適切に管理されている。

所長、管理者、支援員は、施設の管理運営、維持管理作業の経験者であり、指揮系統、責任権限も明確になっている。

ノー残業デー、ワークライフバランスデーの実施、事務の効率化等の意識改革を進め長時間労働の削減に努めている。

指定管理法人全体での研修計画に基づき、適切に実施されている。

設置目的、管理運営業務を的確に理解した事業計画となっており、適切に計画が履行されている。

市の要求水準内の施設管理業務のなかで第三者へ委託する業務はない。水準を超えるものは法人が一括し委託している。

勤務表や実績報告書にて、利用者数に対して配置基準より手厚く職員配置がされていることを確認した。

市とは相互に連絡がとれ情報共有が図られている。また保護者会、施設、市の懇談会を毎年開催している。

財務モニタリングチェック項目により分析した結果、すぐに経営状況が悪化する問題点は認められなかった。

同一組織内で障害福祉サービス事業所等の運営をしており必要に応じた連携がとられている。

日頃から、経費削減や業務効率化が意識されている。

事業計画書どおり事業を実施しており、支出総額に問題はない。

毎月提出される実績報告書から、セルフモニタリングは適切に行われている。

省エネルギー・省資源・事務用紙等の廃棄物削減など環境への配慮に積極的に取り組んでいる。

年間行事で利用者間や地域との交流をもてるよう工夫がされている。

職員と障がい者の意思疎通ができており障がい者に配慮した管理がなされている。

毎月行っている個別懇談会で利用者からの要望等を聞きとり、併せてアンケート調査を実施し業務改善に取り組んでいる。

例年各種団体との連携は積極にとっている。

1日の定員が決まっているが、利用者が継続して利用ができるような声かけ等を行っている。






